
　県民の環境意識の高まりと環境活動へのより一

層の参加を促進するため、環境分野において優れ

た実践活動、調査研究活動、自然保護等に顕著な

功績があった県民や事業者等に対して、群馬県環

境賞（環境特別功績賞・環境功績賞）を授与する

ものです。

　受賞者数の推移及び平成27年度の受賞者（環

境功績賞）は次のとおりです。

２　　自主的な取組に対する顕彰（群馬県環境賞）

表2－6－2－1　受賞者数の推移

表2－6－2－2　平成27年度群馬県環境賞受賞者（環境功績賞）

年度 23 24 25 26 27

受賞者数 12 14 15 14 16

氏名又は団体名 功績分野

高橋　謙司 環境保全、創造

群馬県立利根実業高等学校 環境保全、創造

群馬県立前橋工業高等学校 環境保全、創造

館林草花クラブ 環境保全、創造

特定非営利活動法人
渋川広域ものづくり協議会

環境保全、創造

特定非営利活動法人
竹取物語

環境保全、創造

特定非営利活動法人
利根沼田地域ボランティアセンター

環境保全、創造

特定非営利活動法人
鼻高町をきれいにする会

環境保全、創造

特定非営利活動法人
林業倶楽部　山屋

環境保全、創造

藤岡市立美九里東小学校 環境保全、創造

川端　俊幸 環境美化、ごみの減量化、再生利用等

関口　雄夫 環境美化、ごみの減量化、再生利用等

原田　きよみ 環境美化、ごみの減量化、再生利用等

片野　光一 自然保護

田口　秀雄 自然保護

奥野　博邦 野生生物保護

　群馬県環境サポートセンターでは大きく分けて、

小学校向け、中学生向けの環境学習教材を作成し、

動く環境教室「エコムーブ号」などにおいて出前

講座による学習を行ってきました。

　環境問題は全ての人に関わる問題であり、あら

ゆる年代の人が継続して学習を行う必要がありま

すので、現在は児童向け、高等学校生向け、成人

向けなど幅広いライフステージにあわせた環境学

習プログラムを提供するよう、学習資料の作成を

行っています。

　また、群馬県環境アドバイザー連絡協議会では、

社会人向けにゴミ削減フォーラムを開催するなど

して、誰にでもできるわかりやすいごみの減らし

方など普及に努めています。

    第２節　自主的取組の拡大

第1項　県民・民間団体の取組への支援
１　　発達に応じた環境学習プログラムの作成・運用
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　河川愛護意識の啓発と良好な河川環境の維持・

保全、適正な河川利用を推進するため、毎年７月

を「河川愛護月間」として、河川美化作業等の様々

な活動を全国で実施しています。

　良好な河川環境の維持・保全を行政のみで行うこ

とには限界があり、地域住民の協力が不可欠です。

　群馬県では、長年にわたり河川の除草や清掃等、

河川愛護活動に功績のあった団体等に対し、毎年

７月７日の「川の日」にちなみ「優良河川愛護団

体等表彰」を行っており、平成27年度は13団体

の表彰を行いました。

（1）事業の趣旨

　過疎化や混住化が進む農村地域において、農地、

農業用水などの十分な管理が困難になり、農業・

農村の有する多面的機能が失われつつあります。

このため、農業者を主体とする地域住民等による

活動組織が、農地、水路等の保全管理、農村環境

の保全活動に取り組み、農地周りの水路や農道の

補修を行うなど活力ある地域づくりを支援してい

ます。

（2）事業内容

　農地、水路周りの草刈りや泥上げなど農地、水

路等の基礎的な保全管理を農地維持活動とし、農

村環境の保全のための活動や農業用用排水路等の

補修・更新など施設の長寿命化のための活動を資

源向上活動として、農地面積に応じた活動を支援

しています。

（3）実施状況

　平成27年度は、農地維持活動で240活動組織、

農地面積13,963ha、資源向上活動で110活動組

織、農地面積7,877haを実施しました。

　花や緑の活動を通じた、心温かい地域社会の形

成と美しいふるさと群馬づくりのため、自発的な

住民組織による活動を支援しています。県が管理

する道路や河川等の公共施設を活動区域に含む美

化活動を年に３回以上実施した場合、奨励金交付

の対象となります。

　平成27年度は1,189団体が活動しました。

５　　河川愛護団体等の表彰

３　　多面的機能支払交付金の推進

４　　花と緑のクリーン作戦

表2－6－2－3　河川愛護団体の表彰実績

年度 23 24 25 26 27

団体数等 11 8 8 8 13

　「自治会等草刈り作業委託」は、河川・砂防に

対する関心を高めること、不法投棄を減少させる

こと、除草費用を軽減すること、そして地域の皆

さまが主体となって活動することで、より地域が

活性化することなどを目的として、平成16年度

から試行し、平成19年度から本格的に実施して

います。

　河川内の除草は、平成27年度の実施面積654ha

のうち、182haについて自治会等の272団体に

実施していただきました。

　砂防指定地内の除草については、平成25年度か

ら実施し、平成27年度は実施面積13haについて、

自治会等の25団体に実施していただきました。

６　　自治会等草刈り作業委託

表2－6－2－4　自治会除草団体数の推移

年度 23 24 25 26 27

河川 182 215 228 255 272

砂防 － － 23 25 25

合計 182 215 251 280 297
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　道路愛護の宣伝普及を行うとともに、県民参加

による道路の維持保全を図るため、毎年、春と秋

に道路愛護週間を設定して、道路愛護運動を実施

しています。各市町村が自治会等の道路愛護団体

に呼びかけ、地域住民により道路の美化作業等を

行っています。

（1）平成27年度実績

・春の道路愛護運動

　平成27年４月４日～13日（10日間）

・秋の道路愛護運動

　平成27年10月４日～13日（10日間）

・作業実績（平成27年度春・秋）

　作業延長延12,296㎞

　参加者数406,117人

　こうした、社会的奉仕活動に対して、毎年10

月に「優良道路愛護団体等表彰式」を行っており、

平成27年度は道路愛護団体13団体、道路愛護優

良校３校、道路愛護功労者２名の表彰を行いまし

た。

７　　道路愛護団体への活動支援

表２－６－２－5　道路愛護団体等の表彰実績

年度 23 24 25 26 27

表彰者・団体数 18 20 21 21 18

図2－6－2－1　自治会除草団体数の推移
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（1）環境影響評価制度

　「環境影響評価制度」は、大規模な開発事業等

を行う前に、その事業の実施が環境にどのような

影響を及ぼすかについて事業者が、調査、予測及

び評価を行い、環境保全のための措置を検討する

ことにより、環境と開発の調和を図ることを目的

とする制度です。

　国では昭和59年に閣議決定が行われた「環境

影響評価の実施について」により県においては平

成３年に定めた「群馬県環境影響評価要綱」によ

り、環境影響評価を実施してきました。

　その後、新たな環境問題への対応や制度の充実

を図るために見直しを行い、「群馬県環境影響評価

条例」を平成11年６月から施行しています。

　国においては「環境影響評価法」が平成11年

６月に施行され、また、戦略的環境アセスメント

導入を含めた「環境影響法の一部を改正する法律」

が平成23年４月に公布されました。

　平成24年４月に改正法の一部が施行、平成25

年４月には完全施行されています。

（2）手続の流れ

　法及び条例の対象となった事業は、方法書手続、

準備書手続、評価書手続、事後調査手続を実施し

ながら、環境保全対策を図っていきます。

ア　方法書手続

　環境影響評価の項目並びに調査、予測、評価

の手法を選定するための手続です。

イ　準備書手続

　調査、予測及び評価の結果について、環境保

全の見地からの意見を求めるための手続です。

ウ　評価書手続

　準備書に対する意見をよく検討し、準備書の

内容を見直し、環境影響評価の結果をまとめあ

げる手続です。

エ　事後調査手続

　事業実施による環境影響を確認し、環境保全

対策を検討する手続です。

（3）環境影響評価実施事業

　本県では現在までに、法及び条例による手続が

表2－6－2－6のとおり行われています。

１　　環境影響評価

第２項　事業者の取組の促進

表2－6－2－6　環境影響評価実施事業（平成28年３月末現在）

対
象 事業名 事業種類 手続状況

法
利根川水系戸倉ダム建
設事業

ダム事業
手続終了
事業中止

法
国道50号前橋笠懸道路
建設事業

道路建設事業
手続終了
事後調査

法
国道17号本庄道路建設
事業

道路建設事業 手続終了

条
例
新野脇屋住宅団地造成
事業

住宅団地造成 手続終了

条
例
中東京幹線一部増強工
事事業

送電線路設置 手続終了

条
例増田川ダム建設事業 ダム建設事業

準備書手
続完了
事業中止

条
例
西上武幹線新設工事
（渋川箕郷区間）事業

送電線路設置 手続終了

条
例
吾妻木質バイオマス発
電事業

工場又は事業
場設置

手続終了

条
例
西上武幹線新設工事
（箕郷西毛区間）事業

送電線路設置 手続終了

条
例
西上武幹線新設工事（西
群馬渋川区間）他事業

送電線路設置 手続終了

対
象 事業名 事業種類 手続状況

条
例
（仮称）北部大規模開発
事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例
太田市下田中工業団地
開発事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例
前橋市新清掃工場整備
事業

廃棄物処理施
設の設置

手続終了
事業中止

条
例
伊勢崎宮郷工業団地造
成事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例
高崎市スマートIC周辺工
業団地（仮称）造成事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例
高浜クリーンセンター
建替事業

廃棄物処理施
設の設置

方法書手
続完了

条
例
（仮称）吉沢・原宿地区
産業団地開発事業

工業団地造成
手続終了
事後調査

条
例

太田市外三町広域一般
廃棄物処理施設整備事
業

廃棄物処理施
設の設置

方法書手
続完了

条
例
（仮称）高崎市総合卸売
市場周辺造成事業

工業団地造成
方法書手
続完了
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　県では環境産業の振興と県事業の環境配慮を促

進するため、県内中小企業が開発した循環型社会

づくりや環境保全に資する技術や製品を募集し、

広報するとともに、県単独公共事業に採用してい

ます。

　平成27年度は、応募のあった技術や製品の中

から「資源の有効利用を促進するコンクリートの

生産技術」、「害獣対策グレーチング付Ｕ字溝「わ

たれません」」、「堰堤工、床固工、帯工下流側の洗

掘防止・護床工」を県単独公共事業に採用しまし

た（２課８事業）。

・ 害獣対策グレーチング付Ｕ字溝「わたれません」

　県では、本県産業の競争力強化と新産業創出を

促進するため、県内中小企業者の新技術・新製品

開発を支援しています。

　平成27年度における支援実績は、53件、67,582

千円でした。補助事業を実施した企業の多くは事

業終了後も開発を継続しており、製品化・事業化

に結びついています。

　なお、「次世代産業推進型」では、今後成長が期

待される４つの産業分野の１つとして、「環境･新エ

ネルギー産業」分野について重点的に支援を行っ

ています。

　平成28年度も引き続き、新技術・新製品開発に

対する支援を行い、各企業の競争力を高めるとと

もに、環境負荷の低い製品や技術の開発に関する

積極的な取組を後押しします。

表2－6－2－7　ぐんま新技術・新製品開発補助金 （単位：千円）

年度 件数 確定額
H27 53件 67,582
H26 46件 53,075
H25 43件 68,551
H24 46件 80,628
H23 59件 74,369

工事着工前

工事完了後

 

　「群馬銀行環境財団教育賞」は、県内の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校を
対象に、環境保全に関わる優れた活動を行っている学校を表彰するもので、「群馬県環境教育賞」を引き
継ぐ形で、平成20年度から公益財団法人群馬銀行環境財団により実施されています。
第８回（平成27年度）最優秀賞校及び活動名

○前橋市立若宮小学校
　パワーアップ！５つの活動「ゴーゴーわかみや」
○伊勢崎市立第一中学校
　伊勢崎一中環境保護活動
○群馬県立前橋女子高等学校地学部
　夜空の明るさ調査と伝統的七夕ライトダウンの広報活動

群馬銀行環境財団教育賞（第８回）コラム

２　　環境新技術の導入促進

３　　ぐんま新技術・新製品開発補助金
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